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 [要約] 

 8 月の企業関連の指標は、弱い動きを示す内容であった。鉱工業生産指数は前月比

▲1.9％と 2 ヶ月ぶりに低下した。輸出数量指数（大和総研による季節調整値）は前月

比▲0.9％と低下した。機械受注（船舶・電力を除く民需。季節調整値）は、前月比＋

4.7％と 3ヶ月連続で増加した。 

 8月の家計関連の指標は、個人消費では反動減から緩やかに回復していることが示され、

雇用環境に関しては回復ペースが鈍化していることが確認された。実質消費支出は季節

調整済み前月比▲0.3％と減少した。ただし、振れの大きい住居や自動車などを除いた

実質消費支出（除く住居等）で見ると、同＋2.1％の増加であった。完全失業率（季節

調整値）は前月から 0.3％pt 低下し、3.5％となった。有効求人倍率(季節調整値)は前

月から横ばいの 1.10 倍であった。 

 11 月 17 日に公表される GDP 統計では、増税後の景気の回復ペースを確認したい。7-9

月期の個人消費は天候不順が下押し要因となったものの、4月をボトムに緩やかに回復

しているとみられることから、前期比増加が見込まれる。一方、住宅投資については、

先行指標である住宅着工戸数の減少が続いたことから、前期比減少を免れないだろう。

ただし、企業収益の改善が設備投資の増加を後押ししていることに加えて、2014 年度

予算の執行により公共投資が大幅に増加したことが、GDPを押し上げたとみられる。 
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8月の貿易統計では、輸出が伸び悩み、先行きの貿易

収支の改善を楽観視できない内容となった。輸出金額は

前年比▲1.3％と、2 ヶ月ぶりのマイナスであった。輸

出数量指数を季節調整値で見ると（季節調整は大和総研

による）、前月比▲0.9％と 3 ヶ月ぶりの低下となった。

輸出数量は依然横ばい圏での推移が続いている。地域別

の動向を見ると、米国向け（同＋0.7％）では輸出数量

の増加が見られたが、EU向け（同▲1.7％）、アジア向

け（同▲0.2％）の減少が全体の足を引っ張った。低下

幅の大きかった EU 向けについては、電気機器の輸出が

引き続き低調だった模様であり、ウクライナ情勢の影響

が域内貿易に対してマイナスに作用している可能性が

ある。8 月の輸入金額は、前年比▲1.4％と 3 ヶ月ぶり

のマイナスとなった。この結果、貿易収支は▲9,497 億

円と 26ヶ月連続の赤字となったが、赤字幅は前年（▲

9,714億円）よりも小幅に縮小した。 

 

8 月の鉱工業生産指数は、前月比▲1.9％と 2 ヶ月ぶ

りに低下した。前月時点の製造工業生産予測調査では、

8 月、9月と強めの生産を見込んでいたことから生産の

底打ちが期待されていたが、今回の結果は期待外れのネ

ガティブな結果だった。業種別に生産全体への寄与を見

ると、はん用・生産用・業務用機械工業（前月比▲7.2％）、

輸送機械工業（同▲3.4％）、電気機械工業（同▲3.7％）

による押し下げが大きかった。一方、化学工業（前月比

＋2.6％）、電子部品・デバイス工業（同＋3.7％）、食

料品・たばこ工業（同＋0.4％）は前月から生産が増加

した。製造工業生産予測調査では、9月の生産計画は前

月比＋6.0％、10 月は同▲0.2％となり、生産の急回復

を見込む結果となった。9 月に関しては、鉄鋼業を除く

全ての業種が増加を見込んでおり、とりわけ加工業種で

は高めの計画となっている。10 月については、多くの

業種が 9月からの反動で減少を見込む中、はん用・生産

用・業務用機械工業、電気機械工業では増加を見込み、

全体を下支えする見通しとなっている。 

 

8月の第 3次産業活動指数（季節調整値）は、前月比

▲0.1％と 2 ヶ月連続で低下した。し好的サービスが堅

調であったことから「広義対個人サービス」は前月比＋

0.7％と上昇したものの、「広義対事業所向けサービス」

が同▲0.4％と低下したことが全体を押し下げた。「学

術研究、専門・技術サービス業」は同▲6.2％と低下し

た。増加傾向にあった建設コンサルタントの契約金額が

減少したことが主な要因である。さらに、「卸売業、小

売業」は同▲1.1％と低下した。小売業は前月から上昇

したものの卸売業が軒並み低調であった。一方、「金融

業、保険業」(同＋2.6％)、「その他サービス業(公務等

を除く)」(同＋3.0％)、「生活関連サービス業、娯楽業」

(同＋2.3％)などの業種でサービス活動の拡大が見られ

た。業種別に見ると全 13業種中 9業種が上昇しており、

幅広い業種でサービス活動が拡大した。 
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8 月の機械受注統計によると、国内設備投資の先行指

標である民需（船舶・電力を除く）は、前月比＋4.7％

と増加した。3 ヶ月連続の増加であり、機械受注は持

ち直しの動きを続けている。業種別にみると、製造業

は前月比▲10.8％と 3 ヶ月ぶりに減少した。ただし、

前月に特殊要因とみられる一時的な上振れがあったこ

とが今月の減少の主な要因であり、均してみれば増加

基調にある。内訳を見ると、化学工業(同▲50.1％)、

石油製品・石炭製品(同▲82.2％)、一般機械(同▲

7.6％)の減少が全体を下押しした。非製造業（船舶・

電力を除く）は前月比＋10.7％と 2 ヶ月ぶりの増加と

なった。ヘッドラインの数値は持ち直しの動きを示し

ているが、幅広い業種で減少しており、力強さには欠

ける。内訳を見ると、リース業(同＋219.9％)や建設業

(同＋12.1％)などの増加が全体を押し上げたものの、

金融業・保険業(同▲19.4％)、通信業(同▲4.7％)、農

林漁業(同▲9.0％)などの業種は前月から減少した。 

 

8月の新設住宅着工戸数（季節調整値年率換算）は、前

月比＋0.7％と 2ヶ月ぶりに増加し、84.5万戸となった。

利用関係別に見ると、持家が前月比＋3.1％と 2 ヶ月ぶ

りに増加した。反動減の影響が徐々に緩和しつつあり、

底入れの兆しを見せている。貸家は同▲0.4％と減少し

た。2015 年 1 月の相続税法改正に向けた相続税対策に

より、賃貸住宅の建設を進める動きがあり高水準を維持

していたが、足下で減少傾向が鮮明となっている。分譲

住宅は同▲2.5％と減少した。分譲一戸建ては足下で弱

い動きとなっているものの、分譲マンションは持ち直し

の動きを示している。住宅着工の先行きについては、

2015年 10月の増税に向けて再度駆け込み需要が生じる

可能性が高いため、徐々に増加基調に転じるとみてい

る。 

 

8月の全国 CPI（除く生鮮食品、以下コア CPI）は前年

比＋3.1％となった。消費税を除くベース（大和総研に

よる試算値、以下同様）は、前年比＋1.1％となり、前

月から上昇幅が縮小した。財別にみると、耐久消費財

（7 月：前年比＋1.5％→8 月：同＋1.0％）は前月から

上昇幅が縮小した。「テレビ」の前年比プラス幅が縮

小したことが押し下げに寄与した。半耐久消費財（7

月：前年比＋0.6％→8 月：同＋0.9％）は、前月から

上昇幅が拡大した。コア非耐久消費財（除く生鮮食品）

（7 月：前年比＋2.7％→8 月：同＋2.1％）は前月から

上昇幅が縮小した。これは「電気代」と「都市ガス代」

が燃料費及び原料費調整制度によって単価が引き下げ

られたことに加えて、ガソリン価格が前月比で低下に

転じたことによるものである。サービス（7 月：前年

比＋0.6％→8 月：同＋0.5％）は前月から上昇幅が小

幅に縮小した。携帯通信大手 3 社が 6 月から 8 月にか

けて通話料定額制を導入したことを背景に、「携帯電

話通信料」の前年比マイナスが継続した。 
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8 月の家計調査によると、実質消費支出は季節調整済

み前月比▲0.3％と減少した。ただし、振れの大きい住

居や自動車などを除いた実質消費支出（除く住居等）

で見ると、同＋2.1％の増加であった。実質消費支出の

動きは幅広い費目で増加に転じた。ただし、前月に天

候不順の影響などで減少したことからの反発が主因で

あり、個人消費の回復ペースは依然として緩やかであ

ると捉えている。費目別を見ると、「被服及び履物」(前

月比＋9.0％)、「保健医療」(同＋6.2％)、「家具・家事

用品」(同＋6.6％)、「食料」(同＋0.4％)、「光熱・水

道」(同＋1.3％)、「教養娯楽」(同＋0.7％)が前月から

増加した。「被服及び履物」では、前月低調であった洋

服が増加に転じた模様だ。また、「家具・家事用品」に

関しては、家事用耐久財の増加が全体を押し上げたと

みられる。一方、「住居」(同▲16.6％)と「交通・通信」

(同▲2.6％)の減少が全体を下押しした。「住居」では、

設備修繕・維持が大幅に減少した模様だ。ただし、振

れの大きい項目であるため、結果はやや割り引いてみ

る必要があるだろう。 

 

 

8 月の完全失業率(季節調整値)は、前月から▲0.3％

pt低下し、3.5％となった。失業率は 6月、7月と上昇

が続き雇用環境の改善に足踏みが見られていたが、前 2

ヶ月の失業率の悪化を取り戻した格好である。雇用者数

は前月差▲7万人と 4 ヶ月ぶりに減少したものの、自営

業主・家族従業者の増加により、就業者数は同＋9万人

と 3ヶ月ぶりに増加した。また、非労働力人口が前月差

＋13 万人と大幅に増加したこともあって、失業者数は

同▲18 万人と大きく減少しており、非労働力化が進ん

だことが失業率の大幅な改善につながった。一般職業紹

介状況によると、有効求人倍率(季節調整値)は前月から

横ばいの 1.10 倍となった。一方、新規求人倍率は前月

から▲0.04pt低下し 1.62倍となった。労働需給はタイ

トな状況が続いているものの、雇用環境改善ペースに鈍

化が見られる結果となった。 

 

8月の毎月勤労統計によると、現金給与総額は前年比

＋0.9％となり、6 ヶ月連続で前年を上回った。所定内

給与は同＋0.2％となった。就業形態別に見ると、パー

トタイム労働者は同▲0.5％となったが、一般労働者が

同＋0.5％と前年を上回ったことが全体を押し上げた。

所定外給与は同＋1.2％となった。増税後も所定外労働

時間が依然前年を上回っていることで、所定外給与が押

し上げられている。ただし、生産の弱含みを反映し、季

節調整値で見ると所定外労働時間は 3 月をピークに減

少傾向にある。特別給与は同＋13.4％と大幅に増加し

た。消費税率の引き上げを主因に物価が大幅に上昇して

いるため、実質賃金は同▲3.1％と減少した。先行きは、

労働需給のタイト化により所定内給与は増加が続く公

算。所定外給与についても、生産が持ち直しに向かうこ

とで、増加基調に転じるとみている。 
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8月の国際収支統計によると、経常収支は 2,871億円

の黒字、季節調整値で見ても 1,308億円と 5ヶ月連続の

黒字であった。貿易収支（季節調整値）は▲8,916億円

となり、赤字幅は前月から拡大した。輸出数量の伸び悩

みが輸出金額を押し下げたことが主な要因。サービス収

支（季節調整値）は▲2,616億円の赤字となり、赤字幅

は前月から縮小した。知的財産権等使用料の支払いが減

少したことが主な要因である。第一次所得収支（季節調

整値）は 1兆 4,829億円の黒字となり、黒字幅は前月か

ら拡大した。配当金の受取が増加したことが第一次所得

収支を押し上げた。先行きは、輸出数量の増加により貿

易収支赤字が徐々に縮小する見込みであることから、経

常収支の黒字幅は徐々に拡大するとみている。 

 

8月の景気動向指数の一致指数の基調判断について、

内閣府は「下方への局面変化」と前月から下方修正した。

一致 CIは前月差▲1.6pt低下した。小売販売(前月差寄

与度＋0.05pt)、営業利益（同＋0.09pt）を除くすべて

の採用系列がマイナス寄与となった。特に、投資財出荷

(除輸送機械)(同▲0.54pt)のマイナス寄与が大きい。加

えて、鉱工業生産(同▲0.24pt)の減少が、連動性の高い

所定外労働時間(同▲0.20pt)や大口電力使用量(同▲

0.09pt)を押し下げた。先行 CIは前月差▲1.1ptと 3ヶ

月ぶりに低下した。最終需要財在庫率(同▲0.66pt)や鉱

工業生産財在庫率(同▲0.66pt)の上昇が全体を下押し

した。加えて、消費者態度指数(同▲0.27pt)の悪化もマ

イナスに寄与した。 

 

 

9 月の景気ウォッチャー調査によると、現状判断 DI

は前月と同水準であり、景気ウォッチャーの見方は「景

気は、緩やかな回復基調が続いており、消費税率引上げ

に伴う駆込み需要の反動減の影響も薄れつつある。ただ

し、先行きについては、エネルギー価格等の上昇への懸

念等がみられる」とまとめられた。家計動向関連 DI は

前月差＋0.9ptと上昇した。内訳を見ると、飲食関連 DI 

(同▲2.2pt)、住宅関連 DI(同▲2.6pt)は悪化したもの

の、小売関連 DI(同＋1.8pt)、サービス関連 DI(同＋

0.5pt)は上昇しており、まだら模様の結果であった。小

売関連では前月に低下した、コンビニエンスストア、家

電量販店、乗用車・自動車備品販売店で改善が見られた。

企業動向関連 DIは同▲0.6pt と低下した。業種別には、

非製造業は前月から横ばいであったが、製造業(同

▲1.1pt)が低下した。円安による原材料価格の上昇がマ

インドを悪化させる一因となった模様だ。また、求人数

の減少を受けて、雇用関連 DIは同▲4.1ptと低下した。

先行き判断 DIは同▲1.7pt と低下した。内訳を見ても、

家計動向関連 DI(同▲1.3pt)、企業動向関連 DI(同

▲2.5pt)、雇用関連 DI(同▲2.4pt)のすべてが悪化して

おり、先行きに対する不透明感が強まっている。 
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第二次所得収支 経常収支

（注）季節調整値。
（出所）日本銀行より大和総研作成
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（出所）内閣府統計より大和総研作成
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景気ウォッチャー指数の推移

2014
（現状判断DI） 4 5 6 7 8 9 (前月差)
合計 41.6 45.1 47.7 51.3 47.4 47.4

家計動向関連 37.2 42.1 45.1 49.4 45.8 46.7

小売関連 31.9 39.2 43.0 48.2 44.4 46.2

飲食関連 48.1 43.7 47.0 49.1 45.7 43.5

サービス関連 44.1 47.7 48.9 51.5 47.9 48.4

住宅関連 44.7 43.4 46.6 51.2 49.4 46.8

企業動向関連 48.5 47.4 50.3 53.9 48.5 47.9

製造業 50.0 47.9 48.8 53.9 48.4 47.3

非製造業 47.5 46.9 51.8 53.6 48.4 48.4

雇用関連 55.9 59.3 57.9 57.7 55.3 51.2

（出所）内閣府統計より大和総研作成
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日銀短観（2014 年 9 月調査）、大企業の足下の業況

感は、製造業が小幅に改善したものの勢いに欠けてお

り、非製造業が大きく悪化したことを踏まえると、景気

の回復が遅れ気味であることを再確認させる結果とな

った。大企業製造業の「業況判断 DI（最近）」は＋13％

pt と前回（＋12％pt）から改善した。加工業種では、

国内販売の低迷や輸出の伸び悩みの影響が懸念された

「自動車」が 2 期ぶりに改善した。ただし、前回調査の

悪化幅と比べて今回の改善幅が限定的であることから、

引き続き慎重に見ていく必要があろう。堅調な国内外の

設備投資需要を背景に、「はん用機械」と「生産用機械」

の業況判断 DI は堅調に推移している。大企業非製造業

の「業況判断 DI（最近）」は＋13％pt と前回調査（＋

19％pt）から悪化した。消費税増税後の反動減からの回

復テンポが鈍く、天候不順の影響もあって「小売」が小

幅ながらも 2 期連続で悪化した。家計関連の「宿泊・飲

食サービス」と「対個人サービス」も弱く、天候不順の

影響に加えて、家計の消費に対する慎重姿勢が窺える。

消費税増税の伴う住宅販売の減少や人材不足などを背

景に、「不動産」が 2期連続の悪化となった。「業況判

断 DI（先行き）」を見ると、大企業製造業では＋13％

pt（今回から横ばい）、大企業非製造業では＋14％pt

（今回から＋1％pt改善）となった。総じて、企業は先

行きに対して慎重であり、景気の足踏み状態が続くとみ

ているようだ。大企業全産業の 2014 年度の「設備投資

計画（含む土地、除くソフトウェア）」は、前年比＋8.6％

となり、市場コンセンサス（同＋7.0％）を上回った。

業種別に見ると、大企業製造業が前年比＋13.4％、大企

業非製造業が同＋6.3％となり、ここまで改善が遅れて

いた製造業で設備投資に対して積極的になる動きが引

き続き確認できる。 
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（注）シャドーは景気後退期。
（出所）日本銀行統計より大和総研作成
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（注１）白抜きは大和総研予想。

（注２）09年度以降は、リース会計対応ベース（新基準）。

（注３）ソフトウェア投資額は含まない。

（出所）日本銀行統計より大和総研作成

設備投資計画の修正過程（大規模・全産業）
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7-9 月期 GDP統計では増税後の回復ペースを確認 

11月 17日に公表される GDP統計では、増税後の景気の回復ペースを確認したい。7-9月期の

個人消費は天候不順が下押し要因となったものの、4月をボトムに緩やかに回復しているとみら

れることから、前期比増加が見込まれる。一方、住宅投資については、先行指標である住宅着

工戸数の減少が続いたことから、前期比減少を免れないだろう。ただし、企業収益の改善が設

備投資の増加を後押ししていることに加えて、2014 年度予算の前倒し執行により公共投資が大

幅に増加したことが、GDP を押し上げたとみられる。 

 

輸送機械工業の生産は底打ちへ。ただし台風が生産全体へ与えた影響には要注意 

10月 29日に公表される鉱工業指数では、生産の持ち直しを期待している。製造工業生産予測

調査では、9 月に前月比＋6.0％の増産が見込まれている。このところ予測調査での見通しを下

回る結果が示されることが多いものの、それを考慮しても強めの見通しであるといえる。特に、

輸送機械工業が 9 月に増産を見込んでいることは明るい材料である。輸送用機械は生産全体に

占めるウエイトが大きいことに加えて、波及効果も大きいことから、輸送機械工業の生産の持

ち直しが経済全体へ与えるインパクトは大きい。ただし、10 月に入り 2 度の台風の影響を受け

て、生産の回復ペースが鈍化している可能性には注意が必要である。このため、製造工業生産

予測調査では、台風が先行きの生産動向に与えた影響を確認したい。 

年 月 日 統計名 指標名 対象期 単位 前回
22 貿易統計 輸出金額 9月 前年比 ％ ▲ 1.3
28 商業販売統計 小売販売金額 9月 前年比 ％ 1.2
29 鉱工業指数 鉱工業生産指数 9月 前月比 ％ ▲ 1.9

家計調査 実質消費支出 9月 前年比 ％ ▲ 4.7
消費者物価指数 全国コアCPI 9月 前年比 ％ 3.1
労働力調査 失業率 9月 ％ 3.5
一般職業紹介状況 有効求人倍率 9月 倍 1.10
住宅着工統計 新設住宅着工戸数 9月 万戸 84.5

5 毎月勤労統計 現金給与総額 9月 前年比 ％ 0.9
6 景気動向指数 一致CI 9月 108.3

国際収支 経常収支 9月 億円 2871.0
景気ウォッチャー調査 現状判断DI 10月 ％ポイント 47.4

12 第3次産業活動指数 第3次産業活動指数 9月 前月比 ％ ▲ 0.1
13 機械受注統計 民需（船舶・電力を除く） 9月 前月比 ％ ＋ 4.7
17 GDP一次速報 実質GDP 7-9月期 前期比 ％ ▲ 1.8

（出所）各種資料より大和総研作成
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主要統計公表予定 
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6 5 4 3 2 1 0
単位 2014/03 2014/04 2014/05 2014/06 2014/07 2014/08 2014/09 出典名

季調値 2010年＝１００ 102.2 99.3 100.0 96.6 97.0 95.2 -
前月比 ％ 0.7 ▲ 2.8 0.7 ▲ 3.4 0.4 ▲ 1.9 -
季調値 2010年＝１００ 103.2 98.0 97.0 95.2 95.9 93.9 -
前月比 ％ ▲ 0.2 ▲ 5.0 ▲ 1.0 ▲ 1.9 0.7 ▲ 2.1 -
季調値 2010年＝１００ 105.7 105.2 108.4 110.6 111.6 112.6 -
前月比 ％ 1.4 ▲ 0.5 3.0 2.0 0.9 0.9 -
季調値 2010年＝１００ 105.4 103.7 107.8 111.5 109.1 118.5 -
前月比 ％ 2.1 ▲ 1.6 4.0 3.4 ▲ 2.2 8.6 -
季調値 2005年＝１００ 103.2 97.3 98.2 98.2 97.9 97.8 -
前月比 ％ 2.6 ▲ 5.7 0.9 0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.1 -
季調値 2005年＝１００ 100.3 95.9 96.4 96.1 95.7 95.6 -
前月比 ％ 1.7 ▲ 4.4 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.1 -
前月比 ％ 19.1 ▲ 9.1 ▲ 19.5 8.8 3.5 4.7 - 内閣府
前年比 ％ ▲ 2.9 ▲ 3.3 ▲ 15.0 ▲ 9.5 ▲ 14.1 ▲ 12.5 -

季調値年率 万戸 89.5 90.6 87.2 88.3 83.9 84.5 -
貿易収支 原系列 10億円 ▲ 1,450.7 ▲ 814.9 ▲ 910.8 ▲ 828.5 ▲ 964.9 ▲ 949.7 -
通関輸出額 前年比 ％ 1.8 5.1 ▲ 2.7 ▲ 1.9 3.9 ▲ 1.3 -
　輸出数量指数 前年比 ％ ▲ 2.5 2.0 ▲ 3.4 ▲ 1.7 1.0 ▲ 2.9 -
　輸出価格指数 前年比 ％ 4.4 3.0 0.7 ▲ 0.3 2.9 1.6 -
通関輸入額 前年比 ％ 18.2 3.4 ▲ 3.5 8.5 2.4 ▲ 1.4 -
実質消費支出　全世帯 前年比 ％ 7.2 ▲ 4.6 ▲ 8.0 ▲ 3.0 ▲ 5.9 ▲ 4.7 -
実質消費支出　勤労者世帯 前年比 ％ 7.5 ▲ 6.9 ▲ 8.8 ▲ 4.5 ▲ 3.6 ▲ 6.0 -
小売業販売額 前年比 ％ 11.0 ▲ 4.3 ▲ 0.4 ▲ 0.6 0.6 1.2 -
大型小売店販売額 前年比 ％ 17.9 ▲ 5.4 0.2 ▲ 0.4 0.3 2.8 -

季調値 2005年＝１００ 114.2 103.9 105.5 105.9 105.4 105.8 - 内閣府
現金給与総額（事業所規模5人以上） 前年比 ％ 0.7 0.7 0.6 1.0 2.4 0.9 -
所定内給与（事業所規模5人以上） 前年比 ％ ▲ 0.3 ▲ 0.3 0.0 0.2 0.3 0.2 -

季調値 ％ 3.6 3.6 3.5 3.7 3.8 3.5 - 総務省
有効求人倍率 季調値 倍率 1.07 1.08 1.09 1.10 1.10 1.10 -
新規求人倍率 季調値 倍率 1.66 1.64 1.64 1.67 1.66 1.62 -
全国　生鮮食品を除く総合 前年比 ％ 1.3 3.2 3.4 3.3 3.3 3.1 -
東京都区部　生鮮食品を除く総合 前年比 ％ 1.0 2.7 2.8 2.8 2.7 2.7 2.6

前年比 ％ 1.7 4.1 4.3 4.5 4.4 3.9 3.5 日本銀行
先行指数　CI - 2010年＝１００ 107.1 106.0 104.1 104.7 105.5 104.4 -
一致指数　CI - 2010年＝１００ 114.6 111.1 111.0 109.3 109.9 108.3 -
遅行指数　CI - 2010年＝１００ 119.4 118.0 118.0 118.3 118.1 117.7 -
現状判断DI - ％ポイント 57.9 41.6 45.1 47.7 51.3 47.4 47.4
先行き判断DI - ％ポイント 34.7 50.3 53.8 53.3 51.5 50.4 48.7

(出所)各種統計より大和総研作成

国内企業物価指数

景気動向指数

景気ウォッチャー指数

総務省

内閣府

内閣府

消費者物価指数

消費総合指数　実質

毎月勤労統計

労働力調査　完全失業率

一般職業紹介状況

商業販売統計

経済産業省

経済産業省

経済産業省

国土交通省

在庫率指数

家計調査

第3次産業活動指数

全産業活動指数（農林水産業生産指数を除く）

機械受注　民需（船舶・電力を除く）

住宅着工統計　新設住宅着工戸数

貿易統計 財務省

鉱工業指数

生産指数

出荷指数

在庫指数

経済産業省

総務省

厚生労働省

厚生労働省

月次統計

9 6 3
単位 2013/12 2014/03 2014/06 2014/09 出典名

前期比 ％ ▲ 0.1 1.5 ▲ 1.8 -
前期比年率 ％ ▲ 0.5 6.0 ▲ 7.1 -

家計最終消費支出 前期比 ％ 0.4 2.0 ▲ 5.1 -
民間住宅 前期比 ％ 2.4 2.0 ▲ 10.4 -
民間企業設備 前期比 ％ 1.0 7.8 ▲ 5.1 -
民間在庫品増加 前期比寄与度 ％ポイント ▲ 0.1 ▲ 0.5 1.4 -
政府最終消費支出 前期比 ％ 0.2 ▲ 0.2 0.1 -
公的固定資本形成 前期比 ％ 1.4 ▲ 2.5 ▲ 0.5 -
財貨・サービスの輸出 前期比 ％ 0.3 6.5 ▲ 0.5 -
財貨・サービスの輸入 前期比 ％ 3.7 6.4 ▲ 5.6 -
内需 前期比寄与度 ％ポイント 0.5 1.7 ▲ 2.9 -
外需 前期比寄与度 ％ポイント ▲ 0.6 ▲ 0.2 1.1 -

前期比 ％ 0.2 1.6 ▲ 0.2 -
前期比年率 ％ 0.9 6.4 ▲ 0.7 -

前期比 ％ ▲ 0.4 ▲ 0.1 2.0 -
前年比 ％ 3.8 5.6 1.1 -
前年比 ％ 26.6 20.2 4.5 -
前年比 ％ 2.8 8.3 1.9 -
前期比 ％ 1.3 2.8 ▲ 1.8 -

大企業　製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 16 17 12 13
大企業　非製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 20 24 19 13
中小企業　製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 1 4 1 ▲ 1
中小企業　非製造業 「良い」-「悪い」 ％ポイント 4 8 2 0

生産･営業用設備判断DI 大企業 全産業 「過剰」‐「不足」 ％ポイント 4 2 2 2
雇用人員判断DI 大企業 全産業 「過剰」‐「不足」 ％ポイント ▲ 3 ▲ 6 ▲ 6 ▲ 8

(出所)各種統計より大和総研作成

内閣府

日本銀行

財務省法人企業統計

日銀短観

売上高（全規模、金融保険業を除く）

経常利益（全規模、金融保険業を除く）

業況判断DI

設備投資

（全規模、金融保険業を除く、ソフトウェアを除く）

GDP

実質GDP

名目GDP

GDPデフレーター

四半期統計

主要統計計数表 

 



 
9 / 17 

 

 

 
 

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

11/1 11/7 12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7

(2010年=100)

(年/月)

生産 出荷 在庫 在庫率指数

（出所）経済産業省統計より大和総研作成

鉱工業生産、出荷、在庫、在庫率

80

85

90

95

100

105

110

11/1 11/7 12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7

(2010年=100)

(年/月)

鉄鋼業 非鉄金属工業

金属製品工業 窯業・土石製品工業

化学工業

（出所）経済産業省統計より大和総研作成

業種別動向①

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

11/1 11/7 12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7

(2010年=100)

(年/月)

電子部品・デバイス工業

電気機械工業

情報通信機械工業

輸送機械工業

はん用・生産用・業務用機械工業

（出所）経済産業省統計より大和総研作成

業種別動向②

80

85

90

95

100

105

110

11/1 11/7 12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7

(2010年=100)

(年/月)

石油・石炭製品工業

プラスチック製品工業

パルプ・紙・紙加工品工業

食料品・たばこ工業

繊維工業

（出所）経済産業省統計より大和総研作成

業種別動向③

65

70

75

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

75

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14
(年)

鉱工業生産指数

輸出数量指数(右軸)

（注）シャドーは景気後退期。
（出所）経済産業省、財務省、内閣府統計より大和総研作成

鉱工業生産と輸出数量

（2010年=100） （2010年=100）

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

(前年比、％)

(年)

鉱工業生産指数

出荷在庫バランス(1ヶ月先行)

鉱工業生産と出荷・在庫バランス

（注）シャドーは景気後退期。

（出所）経済産業省、内閣府統計より大和総研作成

生産 
 

 



 
10 / 17 

 

 

 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

需要者別機械受注

（年）（注）太線は各指標の3ヶ月移動平均。
（出所）内閣府統計より大和総研作成

外需

非製造業（船舶・電力除く）製造業

7-9月期

見通し

（10億円）

7-9月期

見通し

70

80

90

100

110

120

130

140

150

500

600

700

800

900

1,000

1,100

02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

機械受注と資本財出荷

（10億円） （2010年＝100）

（出所）内閣府、日本銀行、経済産業省統計より大和総研作成

国内向け資本財出荷
（除く輸送機械）×企業物価（右軸）

（年）

民需（船舶・電力除く）

50

55

60

65

70

75

80

85

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

GDPベースの名目設備投資と機械受注

（兆円）（兆円）

（注）機械受注の数値は月次ベース。GDPベースの数値は年率ベース。
（出所）内閣府統計より大和総研作成

民需（船舶・電力除く、1四半期先行）

GDPベースの
名目設備投資

（右軸）

（年）

55

60

65

70

75

80

6.5

7.5

8.5

9.5

10.5

11.5

12.5

13.5

14.5

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

（兆円） （兆円）

（注）法人企業統計の数値は四半期ベース。

GDPベースの数値は年率ベース。

（出所）内閣府、財務省統計より大和総研作成

法人企業統計ベース設備投資

GDPベース名目設備投資
（右軸）

減価償却費

設備投資と減価償却費

（年）

7

8

9

10

11

12

13

14

15

1.7

1.9

2.1

2.3

2.5

2.7

2.9

3.1

3.3

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

機械受注（船舶・電力除く民需）と法人企業統計設備投資

（兆円） （兆円）

（注）数値は四半期ベース。
（出所）内閣府、財務省統計より大和総研作成

民需（船舶・電力除く）

法人企業統計設備投資

（右軸）

（年）

民需見通し

設備 
 

 

 

 

 



 
11 / 17 

 

 

 

0

50

100

150

200

250

12345678910111212345678910111212345678910111212345678

11 12 13 14

対アメリカ合衆国 対ＥＵ

対アジア 対中華人民共和国

対中東 対ロシア

相手国・地域別自動車輸出台数

（注）季節調整は大和総研。

（出所）財務省統計より大和総研作成

（年率、万台）

（年/月）

-10

-5

0

5

10

15

20

12345678910111212345678910111212345678910111212345678

11 12 13 14

為替要因

外貨建て輸出物価

円建て輸出物価

輸出物価の要因分解

（前年比、％）

（出所）日本銀行統計より大和総研作成 （年/月）

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

12345678910111212345678910111212345678910111212345678

11 12 13 14

価格要因

数量要因

輸出金額

輸出の要因分解

(前年比、％)

（出所）財務省統計より大和総研作成 （年/月）

0

100

200

300

400

500

600

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

12345678910111212345678910111212345678910111212345678

11 12 13 14

映像機器 映像記録・再生機器

音響機器 音響・映像機器の部分品

通信機 電気計測機器

重電機器 半導体等電子部品（右軸）

電気機械工業 輸出内訳

（10億円）

（出所）財務省統計より大和総研作成 （年/月）

（10億円）

70

75

80

85

90

95

100

105

110

115

120

12345678910111212345678910111212345678910111212345678

11 12 13 14

対米国 対EU

対アジア 対世界

相手国・地域別輸出数量 （内閣府による季節調整値）

(2010年=100)

（出所）内閣府統計より大和総研作成 （年/月）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

12345678910111212345678910111212345678910111212345678

11 12 13 14

原動力機械 風水力機械

運搬機械 金属加工機械

ゴム・プラスチック機械 化学機械

建設機械 繊維機械

工作機械 光学機械

一般機械工業 輸出内訳

（10億円）

（注）季節調整は大和総研。
（出所）財務省統計より大和総研作成

（年/月）

貿易 

 

 

 

 

 

 



 
12 / 17 

 

 
  

 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

09/1 09/7 10/1 10/7 11/1 11/7 12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7

住宅着工戸数 利用関係別推移

（万戸）

（注）季調済年率値。分譲マンション、一戸建ての季節調整は大和総研。
（出所）国土交通省統計より大和総研作成

貸家

持家

分譲マンション

分譲一戸建て

（年/月）

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

10/1 10/7 11/1 11/7 12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7

貸家 分譲マンション

持家 分譲一戸建て

新設住宅着工戸数

（前年比、％）

住宅着工戸数 利用関係別寄与度

（出所）国土交通省統計より大和総研作成 （年/月）

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

10/1 10/7 11/1 11/7 12/1 12/7 13/1 13/7 14/1 14/7

首都圏 中部圏 近畿圏

その他地域 全国

（前年比、％）

住宅着工戸数 都市圏別寄与度

（出所）国土交通省統計より大和総研作成 （年/月）

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

名目住宅投資

建築着工予定額 居住用(3ヶ月移動平均値)

名目住宅投資と建築着工予定額

（注）建築着工予定額の季節調整は大和総研。
（出所）内閣府、国土交通省統計より大和総研作成

（年率、兆円）

（年）

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

06 07 08 09 10 11 12 13 14

新設住宅着工戸数
（前年比）

新設住宅着工戸数
（季調済年率、右軸）

（万戸）（％）

（出所）国土交通省統計より大和総研作成 （年）

新設住宅着工戸数

住宅 
 

 

 

 

 

 



 
13 / 17 

 

 

 

-9

-6

-3

0

3

6

9

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8

12 13 14

交通・通信 食料
住居 光熱・水道
家具・家事用品 被服及び履物
保健医療 教育
教養娯楽 その他消費支出
消費支出

(前年比、％)

（出所）総務省統計より大和総研作成 （年/月）

消費支出内訳（全世帯・実質）

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

消費支出（実質）

消費支出（除く住居等、実質）

消費支出（除く住居等）

（前年比、％）

（出所）総務省統計より大和総研作成 （年）

92

94

96

98

100

102

104

106

108

110

112

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

家計消費水準指数

家計消費水準指数（除く住居等）

消費水準指数（季節調整値）の推移

(2005年=100)

（注）太線は3ヶ月移動平均。
（出所）総務省統計より大和総研作成

（年）

270

280

290

300

310

320

330

92

94

96

98

100

102

104

106

108

110

112

114

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

消費総合指数とGDPベースの消費

(2005年=100)

（注）シャドーは景気後退期。

（出所）内閣府統計より大和総研作成

（年）

（兆円）

消費総合指数

GDPベースの民間最終消費（右軸）

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8

12 13 14

燃料 自動車

飲食料品 織物・衣服等

機械器具 各種商品

その他 小売販売額

小売業業種別販売額の推移

（前年比、％）

（出所）経済産業省統計より大和総研作成 （年/月）

-6

-1

4

9

14

19

1 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8 91011121 2 3 4 5 6 7 8

12 13 14

婦人・子供服 紳士服
その他の衣料 身の回り品
飲食料品 家具
家庭用電気器具 家庭用品
食堂・喫茶 その他
大型小売店販売額

大型小売店販売額の推移

（前年比、％）

（出所）経済産業省統計より大和総研作成 （年/月）

消費 
 



 
14 / 17 

 

 

 

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.00.0

0.5

1.0

1.5

2.0

90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10 12 14

（注1）シャドーは景気後退期。
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（出所）内閣府、総務省、厚生労働省統計より大和総研作成
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